
第
四
条
か
ら
第
六
条
ま
で

削
除

平成™›年Ÿ月™™日 水曜日 (号外第˜Ÿ˜号)官 報

３

前
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
特
定
新
規
設
立
法
人
が
そ
の
基
準
期
間
が
な
い
事
業
年
度
に
含
ま
れ
る

各
課
税
期
間
（
第
三
十
七
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
課
税
期
間
を
除
く
。）中
に
調
整
対
象
固
定
資
産
の

仕
入
れ
等
を
行
つ
た
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
前
条
第
二
項
中
「
前
項
の
新
設
法
人
」

と
あ
る
の
は
「
次
条
第
一
項
の
特
定
新
規
設
立
法
人
」
と
、「
当
該
新
設
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
当
該
特
定
新
規
設

立
法
人
」
と
、「
若
し
く
は
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
、
こ
の
項
若
し
く
は
次
条
第
一
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す

る
。

４

第
一
項
に
規
定
す
る
他
の
者
は
、
特
定
要
件
に
該
当
す
る
新
規
設
立
法
人
か
ら
同
項
に
規
定
す
る
金
額
が
五
億

円
を
超
え
る
か
ど
う
か
の
判
定
に
関
し
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
情
報
の
提
供
を
求
め
ら
れ
た
場
合
に
は
、
こ
れ
に

応
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５

前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
十
五
条
第
六
項
及
び
第
十
一
項
中
「
第
十
二
条
の
二
」
を
「
第
十
二
条
の
三
」
に
改
め
る
。

第
二
十
九
条
中
「
百
分
の
四
」
を
「
百
分
の
六
・
三
」
に
改
め
る
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
百
五
分
の
四
」
を
「
百
八
分
の
六
・
三
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中「
百
分
の
百
二
十
五
」

を
「
六
十
三
分
の
八
十
」
に
改
め
る
。

第
三
十
二
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
百
五
分
の
四
」
を
「
百
八
分
の
六
・
三
」に
改
め
る
。

第
三
十
七
条
第
二
項
第
二
号
中
「
に
お
い
て
同
項
」
を
「
又
は
第
十
二
条
の
三
第
三
項
の
特
定
新
規
設
立
法
人
で

あ
る
場
合
に
お
い
て
第
十
二
条
の
二
第
二
項
（
第
十
二
条
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ

の
号
に
お
い
て
同
じ
。）」
に
、「
同
項
に
規
定
す
る
調
整
対
象
固
定
資
産
」
を
「
第
十
二
条
の
二
第
二
項
に
規
定
す
る

調
整
対
象
固
定
資
産
」
に
改
め
る
。

第
三
十
八
条
第
一
項
中
「
百
分
の
五
」
を
「
百
分
の
八
」
に
、「
百
五
分
の
四
」
を
「
百
八
分
の
六
・
三
」
に
改

め
る
。

第
三
十
九
条
第
一
項
中
「
百
五
分
の
四
」
を
「
百
八
分
の
六
・
三
」
に
改
め
る
。

第
四
十
二
条
第
一
項
中
「
及
び
第
六
項
」
を
「
、
第
六
項
及
び
第
八
項
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
こ
の
項
」

の
下
に
「
、
第
八
項
、
第
十
項
及
び
第
十
一
項
」
を
加
え
、
同
条
第
八
項
中
「
前
各
項
」
を
「
第
一
項
か
ら
第
七
項

ま
で
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
十
二
項
と
し
、
同
条
第
七
項
の
次
に
次
の
四
項
を
加
え
る
。

８

第
六
項
第
一
号
に
掲
げ
る
金
額
が
二
十
四
万
円
以
下
で
あ
る
こ
と
に
よ
り
そ
の
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
に
つ

き
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
（
以
下
こ
の
項
及
び
第
十
一
項
に
お
い
て
「
六
月
中
間
申
告
書
」
と
い
う
。）を

提
出
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
事
業
者
が
、
当
該
六
月
中
間
申
告
書
を
提
出
す
る
旨
を
記
載
し
た
届
出
書
を
そ
の
納

税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
に
提
出
し
た
場
合
に
は
、
当
該
届
出
書
の
提
出
を
し
た
事
業
者
の
当
該
提
出
を
し
た

日
以
後
に
そ
の
末
日
が
最
初
に
到
来
す
る
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
以
後
の
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
（
同
号
に

掲
げ
る
金
額
が
二
十
四
万
円
以
下
で
あ
る
も
の
に
限
る
。
第
十
一
項
に
お
い
て
同
じ
。）に
つ
い
て
は
、
第
六
項
た

だ
し
書
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

９

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
を
提
出
し
た
事
業
者
は
、
同
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
こ
と
を
や
め
よ
う
と
す

る
と
き
又
は
事
業
を
廃
止
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
記
載
し
た
届
出
書
を
そ
の
納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

10

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
そ
の
提
出
が
あ
つ
た
日
以
後
に
そ
の
末
日
が
最
初
に

到
来
す
る
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
以
後
の
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
に
つ
い
て
は
、
第
八
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

11

第
八
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
を
し
た
事
業
者
が
、
当
該
提
出
を
し
た
日
以
後
に
そ
の
末
日
が
最
初
に

到
来
す
る
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
以
後
の
六
月
中
間
申
告
対
象
期
間
に
係
る
六
月
中
間
申
告
書
を
そ
の
提
出
期

限
ま
で
に
提
出
し
な
か
つ
た
場
合
に
は
、
当
該
事
業
者
は
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
を
当
該
六
月
中
間
申
告

対
象
期
間
の
末
日
に
そ
の
納
税
地
を
所
轄
す
る
税
務
署
長
に
提
出
し
た
も
の
と
み
な
す
。

ホ

消
費
税
率
が
段
階
的
に
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
も
踏
ま
え
、
消
費
税
（
地
方
消
費
税
を
含
む
。
以
下
ホ
か
ら

ト
ま
で
及
び
ヌ
に
お
い
て
同
じ
。）の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
に
支
障
が
生
ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
事
業
者
の

実
態
を
十
分
に
把
握
し
、
次
に
定
め
る
取
組
を
含
め
、
よ
り
徹
底
し
た
対
策
を
講
ず
る
。

\

消
費
税
の
円
滑
か
つ
適
正
な
転
嫁
に
資
す
る
た
め
、
事
業
者
等
が
消
費
税
の
転
嫁
及
び
価
格
表
示
等
に
関

し
て
行
う
行
為
に
つ
い
て
の
指
針
を
策
定
し
、
そ
の
周
知
徹
底
を
図
り
、
相
談
等
を
行
う
こ
と
。

]

中
小
事
業
者
向
け
に
相
談
の
場
を
設
置
す
る
と
と
も
に
、
講
習
会
の
開
催
等
を
行
う
こ
と
。

第
四
十
四
条
中
「
場
合
」
の
下
に「（
第
四
十
二
条
第
十
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
を
除
く
。）」を
加
え
、

「
第
四
十
二
条
第
一
項
各
号
」
を
「
同
条
第
一
項
各
号
」
に
改
め
る
。

第
五
十
七
条
第
一
項
第
三
号
中
「
又
は
第
三
十
七
条
第
四
項
」
を
「
、
第
三
十
七
条
第
四
項
又
は
第
四
十
二
条
第

九
項
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
中
「
第
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
新
設
法
人
」
を
「
事
業
者
が
第
十
二
条
の

二
第
一
項
に
規
定
す
る
新
設
法
人
又
は
第
十
二
条
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
新
規
設
立
法
人
」に
、「
事
業
者
は
」

を
「
場
合
に
は
」
に
、「
当
該
事
業
者
が
新
設
法
人
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
」
を
「
そ
の
」
に
改
め
る
。

第
三
条

消
費
税
法
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
九
条
第
二
項
第
一
号
ロ
及
び
第
九
条
の
二
第
二
項
第
二
号
中
「
六
十
三
分
の
八
十
」
を
「
七
十
八
分
の
百
」
に

改
め
る
。

第
二
十
九
条
中
「
百
分
の
六
・
三
」
を
「
百
分
の
七
・
八
」
に
改
め
る
。

第
三
十
条
第
一
項
中
「
百
八
分
の
六
・
三
」
を
「
百
十
分
の
七
・
八
」
に
改
め
、
同
条
第
六
項
中
「
六
十
三
分
の

八
十
」
を
「
七
十
八
分
の
百
」
に
改
め
る
。

第
三
十
二
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
三
十
六
条
第
一
項
中
「
百
八
分
の
六
・
三
」
を
「
百
十
分
の
七
・
八
」
に
改

め
る
。

第
三
十
八
条
第
一
項
中
「
百
分
の
八
」
を
「
百
分
の
十
」
に
、「
百
八
分
の
六
・
三
」
を
「
百
十
分
の
七
・
八
」

に
改
め
る
。

第
三
十
九
条
第
一
項
中
「
百
八
分
の
六
・
三
」
を
「
百
十
分
の
七
・
八
」
に
改
め
る
。

（
税
制
に
関
す
る
抜
本
的
な
改
革
及
び
関
連
す
る
諸
施
策
に
関
す
る
措
置
）

第
七
条

第
二
条
及
び
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
講
じ
ら
れ
る
措
置
の
ほ
か
、
政
府
は
、
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
十
三
号
）
附
則
第
百
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
に
基
づ
く
平
成
二
十
四
年
二
月
十

七
日
に
閣
議
に
お
い
て
決
定
さ
れ
た
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
大
綱
に
記
載
さ
れ
た
消
費
課
税
、
個
人
所
得
課
税
、

法
人
課
税
、
資
産
課
税
そ
の
他
の
国
と
地
方
を
通
じ
た
税
制
に
関
す
る
抜
本
的
な
改
革
及
び
関
連
す
る
諸
施
策
に
つ

い
て
、
次
に
定
め
る
基
本
的
方
向
性
に
よ
り
そ
れ
ら
の
具
体
化
に
向
け
て
そ
れ
ぞ
れ
検
討
し
、
そ
れ
ぞ
れ
の
結
果
に

基
づ
き
速
や
か
に
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

消
費
課
税
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
率
（
地
方
消
費
税
率
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）の
引
上
げ
を

踏
ま
え
て
、
次
に
定
め
る
と
お
り
検
討
す
る
こ
と
。

イ

低
所
得
者
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等

に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第

号
。
第
六
号
に
お
い
て
「
番
号
法
」
と
い
う
。）に
よ
る
行
政

手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
制
度
（
次
号
ニ
^
及
び
第
六
号
に

お
い
て
「
番
号
制
度
」
と
い
う
。）の
本
格
的
な
稼
動
及
び
定
着
を
前
提
に
、
関
連
す
る
社
会
保
障
制
度
の
見
直

し
及
び
所
得
控
除
の
抜
本
的
な
整
理
と
併
せ
て
、
総
合
合
算
制
度
（
医
療
、
介
護
、
保
育
等
に
関
す
る
自
己
負

担
の
合
計
額
に
一
定
の
上
限
を
設
け
る
仕
組
み
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
い
う
。）、
給
付
付
き
税
額
控
除

（
給
付
と
税
額
控
除
を
適
切
に
組
み
合
わ
せ
て
行
う
仕
組
み
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
を
い
う
。）等
の
施
策

の
導
入
に
つ
い
て
、
所
得
の
把
握
、
資
産
の
把
握
の
問
題
、
執
行
面
で
の
対
応
の
可
能
性
等
を
含
め
様
々
な
角

度
か
ら
総
合
的
に
検
討
す
る
。

ロ

低
所
得
者
に
配
慮
す
る
観
点
か
ら
、
複
数
税
率
の
導
入
に
つ
い
て
、
財
源
の
問
題
、
対
象
範
囲
の
限
定
、
中

小
事
業
者
の
事
務
負
担
等
を
含
め
様
々
な
角
度
か
ら
総
合
的
に
検
討
す
る
。

ハ

第
二
条
の
規
定
の
施
行
か
ら
イ
及
び
ロ
の
検
討
の
結
果
に
基
づ
き
導
入
す
る
施
策
の
実
現
ま
で
の
間
の
暫
定

的
及
び
臨
時
的
な
措
置
と
し
て
、
社
会
保
障
の
機
能
強
化
と
の
関
係
も
踏
ま
え
つ
つ
、
対
象
範
囲
、
基
準
と
な

る
所
得
の
考
え
方
、
財
源
の
問
題
、
執
行
面
で
の
対
応
の
可
能
性
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
簡
素
な
給
付
措

置
を
実
施
す
る
。

ニ

消
費
税
の
簡
易
課
税
制
度
の
仕
入
れ
に
係
る
概
算
的
な
控
除
率
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
更
な
る
実
態
調
査
を

行
い
、
そ
の
結
果
も
踏
ま
え
た
上
で
、
そ
の
水
準
に
つ
い
て
必
要
な
見
直
し
を
行
う
。

˜› 
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